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Ⅱ 中間財務諸表等

東証電気機器株価指数連動型上場投資信託

（１）【中間貸借対照表】

（単位：円）

第 13期

(平成 27年 7月 15 日現在)

第 14 期中間計算期間末

(平成 28年 1 月 15 日現在)

資産の部

流動資産

コール・ローン 35,055,045 17,725,403

株式 2,404,972,700 1,874,632,000

未収配当金 3,884,200 3,513,700

未収利息 66 34

流動資産合計 2,443,912,011 1,895,871,137

資産合計 2,443,912,011 1,895,871,137

負債の部

流動負債

未払収益分配金 30,350,679 -

未払受託者報酬 904,115 824,080

未払委託者報酬 1,937,321 1,765,824

その他未払費用 25,770 23,480

流動負債合計 33,217,885 2,613,384

負債合計 33,217,885 2,613,384

純資産の部

元本等

元本 2,146,226,643 2,146,226,643

剰余金

中間剰余金又は中間欠損金（△） 264,467,483 △252,968,890

（分配準備積立金） 27,994 27,994

元本等合計 2,410,694,126 1,893,257,753

純資産合計 2,410,694,126 1,893,257,753

負債純資産合計 2,443,912,011 1,895,871,137

（２）【中間損益及び剰余金計算書】

（単位：円）

第 13 期中間計算期間

自 平成 26 年 7月 16 日

至 平成 27 年 1月 15 日

第 14 期中間計算期間

自 平成 27 年 7月 16 日

至 平成 28 年 1月 15 日

営業収益

受取配当金 14,877,979 16,991,924

受取利息 3,770 4,028

有価証券売買等損益 239,191,361 △531,819,554

その他収益 612 618

営業収益合計 254,073,722 △514,822,984

営業費用

受託者報酬 770,995 824,080
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委託者報酬 1,652,069 1,765,824

その他費用 21,974 23,485

営業費用合計 2,445,038 2,613,389

営業利益又は営業損失（△） 251,628,684 △517,436,373

経常利益又は経常損失（△） 251,628,684 △517,436,373

中間純利益又は中間純損失（△） 251,628,684 △517,436,373

一部交換に伴う中間純利益金額の分配額又は一部交

換に伴う中間純損失金額の分配額（△）
- -

期首剰余金又は期首欠損金（△） △274,732,932 264,467,483

剰余金増加額又は欠損金減少額 - -

剰余金減少額又は欠損金増加額 - -

分配金 - -

中間剰余金又は中間欠損金（△） △23,104,248 △252,968,890

（３）【中間注記表】

（重要な会計方針に係る事項に関する注記）

１.運用資産の評価基準及び評価方法 株式

原則として時価で評価しております。

時価評価にあたっては、市場価格のある有価証券についてはその最終相場(計算日

に最終相場のない場合には、直近の日の最終相場)で評価しております。

２.費用・収益の計上基準 受取配当金

受取配当金は、原則として配当落ち日において、確定配当金額又は予想配当金額を

計上しております。

有価証券売買等損益

約定日基準で計上しております。

３.金融商品の時価等に関する事項の補

足説明

金融商品の時価には、市場価格に基づく価額のほか、市場価格がない場合には合理

的に算定された価額が含まれております。当該価額の算定においては一定の前提条

件等を採用しているため、異なる前提条件等によった場合、当該価額が異なること

もあります。

４.その他 当ファンドの中間計算期間は、平成 27 年 7 月 16 日から平成 28 年 1 月 15 日まで

となっております。

（中間貸借対照表に関する注記）

第 13期

平成 27年 7月 15 日現在

第 14 期中間計算期間末

平成 28 年 1 月 15 日現在

１. 計算期間の末日における受益権の総数 １. 中間計算期間の末日における受益権の総数

1,141,003 口 1,141,003 口

２. 投資信託財産計算規則第 55条の 6第 1項第 10 号に規

定する額

元本の欠損 252,968,890 円

２. 計算期間の末日における 1単位当たりの純資産の額 ３. 中間計算期間の末日における 1単位当たりの純資産の

額

1口当たり純資産額 2,112.79 円 1 口当たり純資産額 1,659.29 円

(100 口当たり純資産額) (211,279 円) (100 口当たり純資産額) (165,929 円)

（金融商品に関する注記）

金融商品の時価等に関する事項

第 13期

平成 27年 7月 15 日現在

第 14 期中間計算期間末

平成 28 年 1 月 15 日現在

１．貸借対照表計上額、時価及び差額 １．中間貸借対照表計上額、時価及び差額

貸借対照表上の金融商品は原則としてすべて時価で評価し

ているため、貸借対照表計上額と時価との差額はありませ

ん。

中間貸借対照表上の金融商品は原則としてすべて時価で評

価しているため、中間貸借対照表計上額と時価との差額は

ありません。

２．時価の算定方法 ２．時価の算定方法

株式

（重要な会計方針に係る事項に関する注記）に記載して

株式

（重要な会計方針に係る事項に関する注記）に記載して
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おります。

コール・ローン等の金銭債権及び金銭債務

これらの科目は短期間で決済されるため、帳簿価額は時

価と近似していることから、当該帳簿価額を時価としてお

ります。

おります。

コール・ローン等の金銭債権及び金銭債務

これらの科目は短期間で決済されるため、帳簿価額は時

価と近似していることから、当該帳簿価額を時価としてお

ります。

（その他の注記）

１ 元本の移動

第 13期

自 平成 26 年 7月 16 日

至 平成 27 年 7月 15 日

第 14 期中間計算期間

自 平成27 年 7月 16 日

至 平成28 年 1月 15 日

期首元本額 2,146,226,643 円期首元本額 2,146,226,643 円

期中追加設定元本額 0 円期中追加設定元本額 0円

期中一部交換元本額 0 円期中一部交換元本額 0円

２ デリバティブ取引関係

該当事項はありません。


